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別紙

委員長　　　　開会宣言
議案第３１号

総務課長　　　議案第３１号　長久手市消防長及び消防署長の資格を定める条例の制定について説明

委員長　　　　「市町村の消防長及び消防署長の任命資格を定める政令」では、消防長及び消防署長に関する資格要件を定めている。今回の条例で示された年数要件は、どのように決めたのか。
総務課長　　　本市の実情に合わせた年数である。
水野（竹）委員
　　　　　　　条例にある消防長の資格に当てはまる職員は、それぞれ何人いるか。
総務課長　　　「(１)消防署長の職又は消防次長の職その他これと同等以上と認められる職」については３人。「(２)消防本部総務課長の職その他これと同等以上と認められた職」については５人。(３)については市役所の部長級の職員数である。

質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし
議案第３１号　長久手市消防長及び消防署長の資格を定める条例の制定については、全員が賛成。

議案第３１号は、原案のとおり可決
議案第３２号

総務課長　　　議案第３２号　長久手市使用料及び手数料条例の一部を改正する条例について説明

質疑及び意見は特になく終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第３２号　長久手市使用料及び手数料条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第３２号は、原案のとおり可決
議案第１０号

財政課長　　　議案第１０号　平成２５年度長久手市一般会計補正予算（第４号）について説明

加藤（和）委員
屋内運動場の耐震工事は、今後どのように実施される予定か。
教育総務課長　長久手・西・東小学校及び長久手中学校は、平成２６年度に実施する。その他の学校については、平成２７年度に実施する予定である。なお、北中学校の武道場についても平成２７年度に改修を行う。
加藤（和）委員
　　　　　　　屋内運動場が使用できない際の、クラブ活動等はどうするのか。
教育総務課長　小学校は夏休みを目処に、また中学校は冬休みを目処に工事を行うことで対応する。
水野（竹）委員

地方債の償還方法について、繰上償還や低利債への借換えを行った実績はあるか。また、金額はどの程度か。
財政課長　　　借換えを行った実績はある。金額は４億円程度である。利率は３．４％から２．８％に減少した。
水野（竹）委員
消防団員報酬が減額されているがなぜか。

財政課長　　　当初１９３人で予算計上していたが、最終的に支払いが１３９人分となったためである。
水野（と）委員
選挙関連の費用がすべて減額されているのはなぜか。

財政課長　　　参議院議員選挙の支払いが完了したため、残額を補正したためである。
水野（と）委員
ポスター掲示板設置委託費用も減額されているが、立候補者が少なかったことが原因か。

行政課長　　　委託費用の執行残額の減額である。

加藤（和）委員

　　　　　　　電線共同溝設置工事の見直しとは、具体的にどのようなことか。

土木課長　　　当初は長久手古戦場駅前通線の下に共同溝を設置する予定であった

が、沿線商業施設等の計画が定まってきたことにより、別ルートから電

気の供給ができる形となったことによる見直しである。
加藤（和）委員

ふるさとながくて寄附金の補正は、何人から寄附されたことによるものか。
財政課長　　　１人である。
委員長　　　　地域共生ステーションの嘱託員報酬等が減額されているが、臨時職員等の人数の推移はどのようか。

たつせがある課長
地域共生ステーションのオープン時には嘱託員が１人、臨時職員が３人いたが、嘱託員１人、臨時職員２人が退職した。現在、臨時職員は６人体制となり、嘱託員は現在募集中である。予算は年度当初からの雇用を想定し計上したが、実際のオープンが１１月となったため、その差額を減額したものである。
委員長　　　　臨時職員の勤務時間はどのようか。

たつせがある課長

開館時間としては、通常午前９時から午後５時まで。毎週水曜日と土

曜日は午後９時まで開館している。
委員長　　　　八草線道路改良工事は、いつ頃実施の予定か。
土木課長　　　国の交付金を使用し、平成２６年度当初予算で計上している。
委員長　　　　瀬戸養護学校負担金に関して、何人増加したのか。
教育総務課長　２人増加した。

委員長　　　　トイレ改修に関して、平成２７年度は具体的にどこの学校で工事を行うのか。

教育総務課長　北・南小学校と長久手・南中学校で実施する。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第１０号　平成２５年度長久手市一般会計補正予算（第４号）については、全員が賛成。

議案第１０号は、原案のとおり可決
議案第３号

財政課長　　　議案第３号　平成２６年度長久手市土地取得特別会計予算について説明

委員長　　　　現時点では土地取得の予定はないとのことであったが、今後の急な土地取得に備えて予算化するものか。
財政課長　　　予算としては３億円計上しているが、土地取得の必要が発生した都度、必要な額だけ執行するものである。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第３号　平成２６年度長久手市土地取得特別会計予算については、全員が賛成。

議案第３号は、原案のとおり可決
議案第２０号

行政課長　　　議案第２０号　長久手市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用及びポスターの作成の公営に関する条例の制定について説明
水野（竹）委員
供託金の額はいくらか。
行政課長　　　市議会議員が３０万円で、市長が１００万円である。
委員長　　　　条例にある選挙公営の上限額を算出した根拠はなにか。
行政課長　　　公職選挙法で定められた上限金額のほか、他市の状況及び過去の選挙の経費を参考に選挙管理委員会で検討した。
委員長　　　　自動車（運送契約）とは、ハイヤーのことか。
行政課長　　　ハイヤーやタクシーを想定している。
委員長　　　　ポスターの作成単価の算出方法は、どのようか。

行政課長　　　過去の選挙の収支報告書では、平均が１０万円程度であったことや、当市の掲示場数などで総合的に判断した。作成単価は他市と大差ない。

委員長　　　　今後の影響として「１人あたり最大約５３万円の支出が見込まれる」とあるが、選挙管理委員会として提示した上限額で妥当と判断したのか。
行政課長　　　「お金のかからない選挙の実現」「候補者間の選挙活動の機会均等」を目的とし、選挙公営は公職選挙法で規定されている。選挙公営の制度を利用するかどうかは、立候補者が選択する。
委員長　　　　市民にはどのように周知するか。

行政課長　　　市のホームページや広報で周知する。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第２０号　長久手市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用及びポスターの作成の公営に関する条例の制定については、全員が賛成。

議案第２０号は、原案のとおり可決
議案第２１号

行政課長　　　議案第２１号　長久手市の長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例の制定について説明

加藤（和）委員

今後の影響として１人あたり最大約１１万円の支出が見込まれるとあるが、およそ何枚のビラが作成できるか。
行政課長　　　公職選挙法で上限とされている１万６,０００枚作成が可能。
委員長　　　　ビラ１枚あたりの作成単価が近隣市と変わらないようだが、何か規定があるのか。

行政課長　　　公職選挙法で上限が７円３０銭と定められている。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第２１号　長久手市の長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例の制定については、全員が賛成。

議案第２１号は、原案のとおり可決
議案第２２号

税務課長　　　議案第２２号　長久手市税条例の一部を改正する条例について説明
水野（竹）委員
入湯税を徴収し始めたのはいつ頃か。
税務課長　　　平成１４年度からである。

水野（竹）委員
これまで徴収した入湯税の合計額は、どの程度か。

税務課長　　　平成２６年１月末現在で７億２,１３０万円である。

水野（竹）委員
入湯税の歳入がなくなるが、施設の改修等への財源の手当はどうなる

か。
税務課長　　　平成２５年度の市民税当初予算が２億６,５００万円ほど増加してい

るため、補填できると考える。

水野（竹）委員
入湯税の減税分は、利用者に還元されるのか。

税務課長　　　温泉が対応されると思う。

水野（竹）委員
入湯税は徴収せず、施設の改修にかかる費用を税金から拠出するということでは、温泉を利用しない市民から苦情が出ないか。
総務部長　　　施設の老朽化等は、基金で対応する。基金のみで改修費が足らない場

合は一般財源から拠出することになるが、その場合は市民に納得してい

ただけるような説明を行っていく。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第２２号　長久手市税条例の一部を改正する条例については、賛成多数。

議案第２２号は、原案のとおり可決
＜休憩　１１：１９＞
＜再開　１１：３０＞

議案第１６号

人事課長　　　議案第１６号　長久手市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について説明
加藤（和）委員

勤務成績は、どのように判断するのか。
人事課長　　　人事評価制度の中で判断する。

加藤（和）委員
給与は人事評価制度と連動させないとのことであったが、５５歳を超える職員の昇給については、人事評価制度を活用するということか。
人事課長　　　給与と人事評価制度との連動は、今後検討する。

水野（竹）委員
政府が賃上げを標榜しているにもかかわらず、職員の給与を下げるというのは、政府の方針と逆行するのではないか。
人事課長　　　人事院勧告では、５５歳を超える職員の給与が民間よりも高いという

勧告がされている。それに伴い昇給の抑制を行うものである。

水野（竹）委員
勤務成績が「極めて良好」とは、どのような評価か。

人事課長　　　人事評価制度の５段階評価のうち、最も高い評価のことである。
委員長　　　　５５歳を超える職員の給与は、定年まで現行のままでいくということ

か。
人事課長　　　人事評価制度をどの程度給与に反映させるか、今後検討する。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第１６号　長久手市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第１６号は、原案のとおり可決
議案第１７号

人事課長　　　議案第１７号　長久手市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について説明
加藤（和）委員
青少年問題協議会は、年何回程度実施していたか。
生涯学習課長　年１回である。
加藤（和）委員
青少年問題協議会が廃止となるが、社会教育委員会がその役割を引き継ぐということか。
生涯学習課長　社会教育委員会が役割を引き継ぐ。それに伴い、社会教育委員会の開催回数が、これまでの年３回から年６回へ増加する。
水野（と）委員

新設される民生委員推薦会は、年何回程度開催される予定か。また、現在５９人の民生委員を何人まで増やす予定か。

福祉課長　　　民生委員推薦会は、３年に１度の民生委員の改選時及び民生委員に欠員が生じた際に開催される。人数は、次回改選時に７５人を目標としている。
委員長　　　　学校教育指導嘱託員の人選、人数、任期、活動内容はどのようか。
教育総務課長　人選としては、教職員ＯＢ等を想定している。人数は２人。任期の定めはない。活動内容としては、小中学校を不登校となっている児童生徒の悩み相談のほか、長期療養中の教員のケア等である。
委員長　　　　学校教育指導嘱託員の報酬月額が具体的になっていないのはなぜか。
教育総務課長　平成２６年度は１９万円を想定している。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第１７号　長久手市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第１７号は、原案のとおり可決
議案第１８号

人事課長　　　議案第１８号　災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例について説明
質疑及び意見は特になく終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第１８号　災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第１８号は、原案のとおり可決
議案第１９号

人事課長　　　議案第１９号　公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例について説明
質疑及び意見は特になく終了
討論

反対討論　なし

賛成討論　なし

議案第１９号　公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第１９号は、原案のとおり可決
＜休憩　１１：５８＞

＜再開　　０：０２＞
請願第２号
浅井議員　　　請願第２号　新聞への消費税軽減税率適用を目指し、政府への意見書提出を求める請願について説明
青山委員　　　新聞のみに複数税率を適用するということか。
浅井議員　　　新聞販売店会からの請願であるので、新聞への軽減税率適用を求める

ものである。増税により国民の「知る機会」の減少や、販売店で働く方々

が雇用の機会を失う可能性もある。
青山委員　　　請願の要旨には、諸外国では品目別の複数税率は導入されているとあ

るが、そうであれば、請願には生活必需品全般に関する記載があるべき

ではないか。
浅井議員　　　今回の請願は、当市の新聞販売店を代表しての請願であるため、その

旨をご理解いただきたい。
青山委員　　　本会議で行った請願に対する質疑の中で、これまで議員が作成する議
会報告を新聞折込しなかった販売店においても、今後、新聞折込を検討
するよう依頼した旨の発言があった。本請願が新聞販売店との取引のよ

うに扱われていると思うが、本請願を取り下げるつもりはないか。
浅井議員　　　新聞販売店が今後、議会報告の新聞折込について検討するといってい

たことを紹介しただけであり、取引ではない。
水野（と）委員
近隣市町でも同様の請願が出されていると思うが、近隣市町の状況を

把握しているか。
浅井議員　　　承知していない。
加藤（和）委員
請願者の長久手市新聞販売店会というのは、中日新聞の販売店会か。
浅井議員　　　わからない。
加藤（和）委員

販売店だけではなく、新聞社から国に対して、軽減税率の適用につき

請願等の働きかけは行っているのか。
浅井議員　　　承知していない。
加藤（和）委員
請願の要旨には新聞の個別宅配制度について言及があるが、現在、新

聞各紙はインターネットを経由してデジタル版の普及に力を入れてい

る。その点はどう考えているか。
浅井議員　　　デジタル機器を十分使いこなせない方への情報伝達手段として、紙媒

体の新聞をできるだけ安く提供することが求められる。デジタル版と紙

媒体の両方が情報源として機能することが重要である。
水野（竹）委員
請願の要旨に「国力の維持」とあるが、新聞社は率先してきちんと税
金を納めることが国力の維持に対して重要なのではないか。
浅井議員　　　知識水準の向上が「国力の維持」につながるものと考える。

水野（竹）委員
一部の新聞販売店が議会報告の新聞折込を断っているようだが、地域

社会に貢献するというのであれば公平公正にやるべきではないか。
浅井議員　　　新聞折込については、各販売店の判断である。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　
青山議員　　　本会議の質疑での答弁を聞く限り、新聞販売店と取引をしているかの

ような誤解を招く恐れがあるため、今回は見送るべきと考え、反対とす

る。
賛成討論　なし

反対討論
加藤（和）委員

請願者の長久手市新聞販売店会の構成が不明であり、また、新聞の個別宅配制度と新聞社が進めるデジタル化について、販売店はもっと新聞社と検討を行う必要があると考えるため、今回は見送るべきと判断し反対とする。

賛成討論　なし

反対討論　なし

請願第２号　新聞への消費税軽減税率適用を目指し、政府への意見書

提出を求める請願については、賛成少数。

請願第２号は、不採択
委員長　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。
　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議なしのため継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認

委員長　　　　閉会宣言
　午後０時３５分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２６年３月１３日

総務委員会委員長　　じんの和子
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